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［内外の 教育政策研 究動 向 2012］

英国にお ける教育関連政策の 研究動向

　
一

近年の 行政組織間の 調整 と協働 をめ ぐる研究

安宅 　仁人

1． は じ め に

　近年の 子 どもを取 り巻 く環境の 変容に よ り、子 どもや若者の 困難の 多様化 ・

複雑化 ・長期化 が 進 ん で きた 。 よ り具体的に は 、 妊娠
・
周産期 をめ ぐる 問題 に

は じま り、 児童虐待、体罰、 い じめ、 不登校、ひ きこ もり、就 職難 な ど 、 子 ど

もの 発達 をめ ぐる課題 は長期か つ 多岐にわ た る 。 これ ら多様で 複雑 な子 どもの

発達をめ ぐる課題に 向き合 うため に は 、 子 どもに 関わ る政 策あるい は 行政 が
一

体性 を持 っ て 支援機能 を発揮す る こ とが 不可欠 で あ り、 そ れゆ え政府 に は 多様

な 目的 を公共 目的へ と収斂 させ て い く機 能 が 求め られ る 。

　行政学者 の 片岡寛光 は 、 公共性 を 「
一 対 多」 の 関係 と し た フ レ

ー
ス マ ン

（Flathman　1966）の 定義 に依拠 しな が ら、 「『多』 と は 、様 ・々 な価値 観 を持 ち、

趣 味や 志 向 を異 に す る多数 の 人 々 で あ り 、 『
一

』は 、 そ れ等の 人 々 を結集 して

公 共 目的 を追求 し うる状態 を生 み 出す政府の 存在を意味する」（片岡 1987：1）

点に 着 目して い る 。 これは 、 政策や行政 とい う統治機構の 在 り方 と 、 子 どもた

ちの 発達課題 とい う個 々 の 課題 と を媒介する
一

言い 換 え る な らば、 「普遍的

国家利益 と法律的な こ とが らを、
こ れ らの 特殊的諸権利の 中で し っ か りと維持

し 、 後者 を前者 に連れ もどす」（Hegel　1821〔邦訳 1967：545〕）　　 こ との 必要

性 を示 した もの とい え る 。

　 ヘ
ー ゲル は 、 その 著書 『法の 哲学』の 中に お い て 、 「諸 官庁 の 活動 が 、下 部

に 向か っ て も、 最高の 統治権 におい て も、 ふ た たび一 点 に集 まる こ とに よ っ て 、

そ の 活動全体 が 具体的 に 一 望の うち に眺 め られ るよ うに 組織化 され なけれ ばな

らない 」（Hege11821 〔邦訳 1967：547〕） と して い る が、 こ れ は 行政機 構 の 上位

の レ ベ ル と末端 レ ベ ル の 両面 にお い て 、 調整 と協働 が
一

体的に 図 られ る こ との

重 要性 を指摘 した もの と理 解 で き る 。 この ヘ
ー

ゲ ル の 指摘 につ い て 、 片岡 は

「上 に 向か っ て 一 点に 集中せ しめ るの は 、 統
一

的指令 と基準の 下に行政 を行わ
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しめ るた め で あ り、下 に向か っ て も束ね られ なけれ ばな らない の は 、 国民 に 向

か っ て作用 して い く点で
一

つ に なっ て い る必要」（片岡 1987：3）が あ るた め 、

と解釈 して い る 。

　以上の よ うに
、

か ね て か ら政策や 行政の 分業 と調整 をめ ぐる課題 が認識 され

て き たに もか か わ らず、今 日に おい て もな お合理的 な専門化 を前提 と し た行政

組織間の 調整 と協働の 在 り方が模索 され続けて い る 。 そ こ で本稿で は 、 ブ レ ア

政権成立 以降 の 英 国 に お け る行 政組織の 調整 と協働 に焦点 を当て た研究 の うち 、

上 位 レ ベ ル につ い て は 、 「コ ア ・エ ク ゼ ク テ ィ ブ （core −executive ）」論 を 、

一
方

の 末端 レ ベ ル につ い て は 「マ ル チ ・エ ー ジ ェ ン シ ー （mUlti −agency ）」論 を取 り

上 げ 、 そ れぞれの 研究動向を整理 した い
。

2． コ ア ・エ クゼ クテ ィ ブ研究の 登場

　英国で は新自由主義の 台頭や グ ロ ーバ ル 化等を背景に して 、 長 らく中央政府

レ ベ ル に お ける執政 モ デル と して 位置付け られ て きた ウ エ ス トミ ン ス タ ー （議

会主権）モ デル に も変化 が見 られ る よ うに な る。 中で も、 首相をは じめ とする

執政府 に お い て 集権 化 が進 行 して きた こ と か ら、従来 の 制度研究や首相個人 の

パ ー
ソ ナ リテ ィ研究が 抱 える限界 が 認識 され る よ うに な っ た （伊ee　2008：611）。

すな わち、執政府 の 中心 に位置付 け られ て い る首相 らの 権 力につ い て 、諸 ア ク

タ ー との 関係性の 中で 動 的に把握す る と と もに 、 政治 的な 資源 の 配分 を通 じな

が ら政策決定に 向けた調整をは か る組織や手法 に 焦点 を当て た制度研究の 必要

性が 生 じて きた の で ある。 そ こ で 登場する こ ととな っ たの が 、 「行為主体 と制

度構造 、 あ るい は ミク ロ とマ ク ロ を統合す る ア プ ロ
ー

チ 」（伊藤 2008 ：4） と

して の コ ア ・エ クゼ ク テ ィ ブ研究で あ る 。

　 コ ア ・エ ク ゼ ク テ ィ ブ の 名付 け親 と もい えるロ
ー

ズ に よれば 、
コ ア

・エ ク ゼ

ク テ ィ ブは 「中央政府の 諸政策を調整 し 、政府機構の 異な る部門間の 対立の 最

終的調停者 と して 振舞 うすべ て の 組織 と手続 き」（Rhodes　1995 ：12 〔邦訳 は高

安 2009 ：64〕） と定義 され る 。 また 、英 国の コ ア ・エ ク ゼ ク テ ィ ブ を分析 した

ス ミス は 、 「異 な る ネ ッ トワ ー ク に また が っ て 、 数 え きれ ない ほ どの 繋 が りと

重 な りが存在」 （smith　2002：189） して い る との 特徴 を明 らか に して い る 。
コ

ア
・エ クゼ クテ ィ ブは 、 わ が 国の 政治学研究 に お い て も 「中核的執政」（伊藤

2008）あ るい は 「執政府中枢」 （高安 2009）と呼ばれ 、 政府 内の 諸機 関 を調整

する組織 構造 、 ネ ッ トワ ー ク そ して 方法を分析す るた め の 概念 と して 用 い ら

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



Japan Academic Society for Educational Policy

NII-Electronic Library Service

Japan 　Aoademlo 　Soolety 　for 　Eduoatlonal 　Polloy

内外の 教育政 策研 究動 向2012／英国にお ける教育関連政策の 研 究動向　　 169

れて い る 。

　以上 の よ うに コ ア ・エ ク ゼ ク テ ィ ブは ネ ッ トワ ー ク や重 層性をその 特徴 に持

つ
一

方で 、 「政府 の 分 化や 多元化 に 直面 す る と、 （中略 ）政 策 と予算 に 対 するコ

ン トロ ール を集権化す る こ とに よ っ て対応 す る」（伊藤 2008 ：10）との 指摘 も

あ る よ うに 、
コ ア ・エ ク ゼ ク テ ィ ブ研究は行政組織の 集権的な側面 も対象 と し

て い る 。

　 こ れ らの コ ア ・エ ク ゼ ク テ ィ ブ論 に よ る分析の 枠組み を援用 して 、予 算 ・人

事 （組織）な どの 権力資源に焦点 を当て なが ら首相 らの リ
ー ダー シ ッ プ や組織

横断的な政策の 形成ある い は執行プ ロ セ ス につ い て理 解す るこ とは 、 行政制度

や政策研 究の 領域に お い て
一

定程度の 有用性が あろ う。
た だ し

、
コ ア ・エ ク ゼ

ク テ ィ プ と い う概念 は 、 そ もそ も 「研究 対象 の 設 定」 を意味す る もの で あ り 、

確立 した仮説や 理 論 を伴 うもの で は な い （高安 1997 ：26、 阪野 2008：37）点

に つ い て は 、留意 が必 要 で あ る 。

3．マ ル チ
・エ ー ジ ェ ン シ ー 論の 展開

　子 ど もや 家族 を支援 す る現場 レ ベ ル に お い て 、 「パ ー トナ
ー

シ ッ プ業務が効

果的に提供 され るた め に は 、対象 と な る子 ど もや 家族 の包括的ニ ーズ の ための

統合モ デル を土 台とする こ とが不可 欠」（French　2007：478）で あ る 。 そ うした

要請の 結果 、 英国で は 「共同と統合」 に よ っ て 特徴づ け られ る横断的な組織間

協働の 形態の
一

種で ある マ ル チ ・エ ー ジ ェ ン シ ー が採用 され る こ とと な っ た 。

　1997年以降の 労働党政権 は 、
ジ ョ イ ン ド ・ア ッ プ Goined−up ）

（L）をス ロ ー ガ

ン と して 組織横断的な 連携 が必 要な政策課題 に つ い て 対応 を図 り 、 特 に子 ど

も ・若者 にか か わ る領域に お い て 、 マ ル チ ・エ ー ジ ェ ン シ ー論 に 基 づ い た支援

を展 開 して き た 。 具体的に は 、
コ ミ ュ ニ テ ィ ワ

ー ク 、 教育 、社会 保 障 、健康 、

住宅 、 家族 支援 、 臨床心 理 、 ア ル コ ー
ル ・薬物依存 な どの 問題 を扱 う支援機 関

の 間 で 、 あ らた な パ ー トナ ー シ ッ プ 関係 が構築 され る よ うに な っ た （Gasper

2010：4）。 以上 の よ うな組織間の 連携の 枠組み は 、 昨今、 イ ン タ ー ・エ ー ジ ェ

ン シ ー
、

マ ル チ
・エ ー ジ ェ ン シ ー

、 イ ン タ ー ・プ ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル な ど 、 様々

な用語 で 呼ばれて い る （Gasper　2010 ：4−5）。

　マ ル チ ・エ ー ジ ェ ン シ
ー

の よ うに 、子 ど もに 関わ る教育 、福 祉 、 保健な どの

複数 の 領域 を統合 しよ うとす る動 き は 、 英国で は1960年代か ら確認す るこ とが

で きる 。 た と えば 、 英国が い わ ゆ る福祉国家化 を進 め る途 上 で 示 され たThe
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Plowden　Report（1967）“Children　and 　their　Primary　Schools” の 中で は 、 福祉 や

教育の 関係性 を整理 し 、 よ り包括的な子 ども支援の 在 り方 が理 念 と して提唱 さ

れ、 この 頃 に マ ル チ ・エ ー ジ ェ ン シ ー
の 萌芽 と もい え る取 り組み が見 られ は じ

め た （French　2007：47−52）。

　 1979年 に 成立 した サ ッ チ ャ
ー
政権下で は 、 産業は もと よ り行政組織 も市場 化

がすすめ られ、 子 ど も行政 につ い て も親 や行政機 関の 多 くは消 費者 や供給 者 と

して位置付 け られ る こ と とな っ た 。

一 方 、 1989年 に 制定 され た 「子 ど も法 」に

よ り、 子 どもの 保護 ・支援の た め の 協働 化が推 進 され る と と もに 、 特に健康部

門や ソ ー シ ャ ル ワ ー ク部門が チ
ー ム を編 成 して 子 ど もた ち の 支援に あた る方式

が 採用 され る こ と とな っ た （French　2007：56）。

　2000年以降 は虐待死事件の 背景を分析 した 1．armi 皿gレ ポー
トや 、 同 レ ポ ー ト

を受 けた政 策文書Every　Child　Mattersが 公表 され る 中で
、

一
元的な子 ど も支援

の 在 り方 が繰 り返 し提唱 され た 。 そ して 、 こ れ らの 理念 を具現 化す るた め に 中

央政府 に子 ども ・学校 ・家庭省 が設置 され るな ど 、 子 ど もに関わる行政領域の

連携 ・再編 が 強 く推 進 され て い く。 ま た 、2004年 に は あ らた に 「子 ど も法

（Children　ACt　2004）」 が串il定 され、 子 ど も関係行政 を予算 ・計画 ・情報 の 共有

を図 るた め の チ ル ドレ ンズ ・トラ ス ト （children
’

s　trust）が 各地域 に 設置 され

るな ど、 地 方 レ ベ ル で も子ど もを中心 に据 えた ア プ ロ ー チ が展 開 されて い っ た

（拙稿 ：2008）。

　以上 の マ ル チ ・エ ー ジ ェ ン シ ー論に基づ い て 子 どもや若 者 に た い する支援が

展 開 され た こ とに よっ て
、 専門家間の協働が進み子 ど もや家族 の 支援ア ク セ ス

が改善す る な どの 効果が 見 られる よ うに な っ た こ と が報告 されて い る 。 その
一

方で 、従来の 子 どもや若者 に 関する業務内容の 転換 が図 られた こ とで 、職員間

の 負担感 や 摩擦 が生 じた な ど 、 新た な課題 が生 じて い る こ と も指摘 され て い る

（Cheminais　2009：268）。

4．協働 的構成 と活動 シス テ ム 論

　 マ ル チ
・エ ー ジ ェ ン シ ー に よ る支援体制の 中で は 、直面 して い る問題 や 業務

を組織 閲 で 共 有 し て い く こ と が 重 要 に な る 。 そ こ で 、 協 働 的 構成 （co −

comiguration ）論 や活動 シ ス テ ム （aedve 　system ）論 に 依拠 しなが ら組織間連携

の 課 題 に ア プ ロ ー
チ す る研究 が生 まれて き た 。 協働 的構 成 と は 、 「文化 ・組

織 ・仕事 ・
専門な どの 垣根を超 え 、 対話 と協働 と ネ ッ トワ

ー
ク を生み 出そ うと
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する人間活動」（山住 2008：72）で あ り 、
エ ン ゲス トロ ー ム に よれば こ れ らの 境

界を超 える行為 は 「常に双方向の 相互行為で ある」と され 、 組織間で相互 に越

境的に 影響を与 え なが ら変化 と改 善 を重 ねて い く 、
い わ ゆ る 「拡張的学習」

（エ ン ゲ ス トロ
ー ム 2008：11〔ト3） と して 位置づ け られ る もの で あ る 。

　英国に お い て も 、 以 上 の よ うに異な る専門家 や組織 が 共通の 対象 や課題 に取

り組 む 時 に協働作 業の 中で対象や 学習が拡大 し て い く点 に注 目し て 、 マ ル チ ・

エ ー ジ ェ ン シ ー論を理 論的に分析 しよ う とする研究 （Edwards　et　al．2009：90）

も生 まれて お り、今後の 進展 が期待 され る 。

5． 労働党政権 と新連立政権 との 異同

　英国で は2010年の 総選挙 に よ る保守 ・自民 の 連立 政権の 成立後、保守党の キ

ャ メ ロ ン首相 は従 来の 「小 さな政府」 と 「大 きな政府」の 対立 軸 に代 わ る もの

と して 、 コ ミ ュ
ニ テ ィ に 多 くの 権限を移譲する 「大 きな社会 」構想 を打 ち出 し

た 。 そ の 一
方 、 連立政権は強 力に財政削減を進めて お り、 削減 の 対象 は教育 を

筆頭 に 、 福祉 、 地域関連予算な ど、 その 範囲は 多岐 に及 ん で い る。 特 に政権交

代後直後の 予算編成に お い て は 、地 方 に 対す る補助金 ・交付金 等につ い て は ド

ラ ス テ ィ ッ ク に削減 が進 め られ 、 2014−15年 に 向 けた コ ミ ュ
ニ テ ィ

・自治体関

連 の 予算 の 削減幅 が30％超 と され た こ と もあ り、現場 や 地方政府 と中央政府 と

の 間で の 緊張 関係が高 ま っ て い る。

　 ま た 、連立政 権は 「チ ル ドレ ン ズ ・ トラ ス トをと りま く官僚制を取 り除 く」

と と もに 、 「より自由で 柔軟性 を持たせ るた めの 改革 を行 う」（2） こ とを名 目に

して 、子 ど も法に定め られた各組織の連携の 義務の 対象か ら学校を除外す る こ

と と した 。 加 えて 、 これ まで 自治体 に課せ られて きた 「チル ドレ ン ズ ・トラ ス

ト委員会」の 設置や 「子 ど も ・若者 プ ラ ン」の 策定 につ い て の 法定義務が廃止

された 結果 、

一
部の 自治体 にお い て は 同委員会 を事実上解散 し た例 （3） も確 認

されて い る。

　 以 上 の よ うに現 在 、英 国で は ブ レ ア政権以降積極 的に 推進 されて きた ジ ョ イ

ン ド ・ア ッ プの 理念 や マ ル チ ・エ ー ジ ェ ン シ ー論、 さ らに は子 ども法 の 下で 進

め られて きた組織横断的な連携 を推進 す る理念 か らの 後退 と もとれ る動 きが進

行 し て い る 。 もっ と も、 新政権の 子 ど も関連政策の 全体像を描 き 、 その 実状 を

評価する ために は今 しば ら くの 時間 が必要で あ る 。 しか しなが ら、 連立政権下

で 子 ど も ・若者政策が 徐 々 に 転換 しつ つ あ る こ と が確認 され は じ め た い ま 、
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新 ・旧両政権の 子 ど も ・若 者政策の 理 念 と実態をよ り仔細 に比較 ・分析す る と

と もに 、 実証 的 な調査 ・
研究を通 じて その 異同を明 らか にす る こ とが 不可欠 で

あ る 。

注

（1 ） ジ ョ イ ン ド ・ア ッ プ政策の 研究 に つ い て は Martin ＆ Holt （2002） また は

　 Emott ＆ Herbert （2002） を参照 。

（2 ）Department 　for　Education（2012）More 　freedom 　and 　fleXibility− anew

　 approach 　f（）r　Children「s　Trust　Boards

　　（www ．education ．gov．uk ／vocabularies ／educationtermsandtags ／1413 よ り。

　 2012／11／29最終 ア ク セ ス ）

（3 ）た と えば、Staffordshire地 区で は 、 「法定義務が な くな っ た た め 、 2011年 3

　 月 28 日を も っ て チ ル ドレ ン ズ ・トラ ス ト委員会の 開催 を終 えた 」 とと もに 、

　
一

連 の 子 ど も支援に つ い は 「健康 ・福祉委員会 に移行する」 こ とが ホー ム

　 ペ ージ に記 され て い る 。

　　（www ．staffordshhechildrenstmstorg ．uk ／count ｝Ttrustl ）oard／よ り。　2012／11／29

　 最終 ア ク セ ス ）
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